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論文内容の要旨
I.序
地球環境問題としてはー般に地球温暖化.オゾン層の破壊.厳性雨.熱帯林の減少，砂漠化，野生生
物種の減少，有害廃棄物の越境移動，海洋汚染等が挙げられるが，本稿では大気汚染にかかわる般性雨.
オゾン層の破壊および地球温暖化に対する岡際的な取組みを理論的並びに実証的に考察していくことが
表明されているO
I.地球環境問題の経済学的接近
ここでは地球環境問題の経済学における位置づけや特性を考察し木稿の分析アプローチと関連する
先行研究を紹介しているじまず.地球環境を国際公共財と捉え，環境保全活動を.公共財の自発的な供
給理論に沿って，経済学的に考察しようとしている。
il.凶際公共財供給における技術移転・改普効果
ここでは，地球環境問題を解決するための政策手段として所得移転ではなく技術移転を用いた場合の
各同の経済厚牛ーへの影響を分析し越境汚染問題を解決するための国際協調の可能件.について2国モデ
ルを用いて理論的に検討している。
四.越境大気汚染問題における政策決定要因分析
ここでは，地球温暖化問題と同種の問題として定義できるものの問題解決のための糸nがつかめてい
るオゾン回の破壊に関する「モントリオール議定書」を取り上げ.その成功の要閃を検証している。
V.多部門多地域モデルによる地球温暖化対策の影響分析
ここでは「京都議定書Jにおいて2008年から2012{ドの聞に，温室効果ガスを1990年レベルより 6%削
減することが決められている日本の政策オプションが検討されている 3
VI.結び
木縞では，地球環境問題を巡る国際的な動向を考案し，その問題解決のための国際協調の可能性や政
策実施による経済的影響が分析されたe その結果.地球環境問題を解決するための合意形成において，
政策実施に伴う限界費用が大きな影響を与えており，またその限界費用の評価が国によって異なる現状
では，そのようなギャップを明めるため.技術移転は有効な政策手段であることが確認できた。同時に，
大気という公共財が準公共財の性質を持つ場合は，当時国間の交渉によって解決ロJ能であるものの，純
粋公共財の場合には，交渉が成立しないケースもあり.地球環境問題を解決するための国際的な合意形
成必須条件であり.そのためには政策実施に伴う賞用を補償するようなメカニズムを条約に盛り込み.
公半性と効率性を追求すべきだと結論づけられている。
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論文審査の結果の要旨
本論文は，地球環境を国際公共財と捉え.大気汚染にかかわる酸性雨，オゾン層の破壊および地球温
暖化なと、地球環境問題を経済学的な視点に立って解決しようという意欲的な論文である。また，その分
析手法も計量経済学的な手法を積極的に取り込んだものであり，学問的水準は非常に高いものとなって
いる。以下の理由により，申請論文は博士学位授与にふさわしいものと判断する。
第E章では，分析アプローチと関連する先行研究を紹介している。協力・非協力アプローチと費用・
便益分析の二つのアブローチを用い比較検討した結果，サイドペイメントあるいは所得移転がない場合
には国際的な政策実施への合意が得られないという点で共通点を持っていることが示されている。
第田章では.技術移転を用いた場合の各国の経済厚生への影響を分析しているoその結果， 2国聞に
おいて大気という国際公共財が純粋公共財の場合，移転国の経済厚生は増加するものの，受取国のそれ
は低下するという意味でトランスファー・パラドックス現象が生じることが示されているの
第百章では，オゾン層の破壊に関する「モントリオール議定書」を取り上げ.その成功の要困を検証
している。分析手法としてはTobit modelが利用されており，その結果ロンドン改正案が有効に働いた
ことが示されている。
第V章では， r京都議定書Jにおいて.温室効果ガスを1990年レベルより 6%削減することが決めら
れている日本の政策オプションが検討されている。その結果，中国とのクリーン開発メカニズムが最も
COd11減の効果があることが示されている。
結びでは，地球環境問題解決のための出際協調の可能性や政策実施による経済的影響が分析された。
その結果，準公共財の場合は，当時間聞の交渉によって解決可能で‘あるものの，純粋公共財の場合には，
交渉が成立しないケースもあり.地球環境問題を解決するための国際的な合意形成が必須条件であると
結論づけられているG
以上の各章の主旨であるが，当該論文は，地球環境問題のモデル分析に取り組んだ意欲的なものであ
り，その分析手法及び内容は博士論文の水準を十分満たすものと考えられる。
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